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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプが設計用地震力に対し

て十分な構造強度を有し，動的機能を維持できることを説明するものである。 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプは，設計基準対象施設においてはＳ

クラス施設に，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類さ

れる。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持

評価を示す。 

なお，非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系

の計算書作成の方法」に記載の横形ポンプと類似の構造であるため，構造強度評価はⅥ-2-1-14

「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の

基本方針」に基づき剛構造として評価を行う。また，非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル

燃料移送ポンプは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されていない横置きのスクリュー式

ポンプであるため，新たに評価項目を検討し，評価項目の健全性を詳細評価することで動的機能

維持の確認を行う。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプの構造計画を表 2－1から表 2－3

に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプ等はポンプ取付ボ

ルト及び原動機取付ボル

トでポンプベースに固定

され，ポンプベースは基

礎ボルトで基礎に据え付

ける。 

スクリュー式 

（スクリュー式横形ポ

ンプ） 

 

 

 

 

 

原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

ポンプベース 

26
0 

原動機 490 

（単位：mm） 

ポンプ 

基礎ボルト 

基礎 

44
4 

853 

平面図 

全体図 
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31
9 

表 2－2 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプの軸は軸受に支持

される。 

スクリュー式 

（スクリュー式横形ポ

ンプ） 

 

 

軸受（負荷側） 

メカニカルシール 

主ねじ（主軸） 

軸受（原動機側） 

ポンプ側断面図 

490 
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表 2－3 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原動機の軸（回転子）は

軸受に支持され，軸受及

び固定子はモータフレー

ムに支持される。端子箱

は端子箱取付ボルトでモ

ータフレームに固定す

る。 

誘導電動機（横形ころ

がり軸受電動機） 

 

端子箱 

端子箱取付ボルト 

モータフレーム 

軸（回転子） 
軸受 

固定子 

正面図 Ａ－Ａ断面

図 

原動機構造図 

24
7 

348 

360 
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3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機

器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基

本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力によ

る荷重の組合せには，絶対値和を適用する。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプの荷重の組合せ及び許容応力

状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 3－2に示す。 

3.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき表 3－3のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプの使用材料の許容応力評価条

件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－4に，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 3－5に示す。 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料

移送ポンプの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

非常用ディーゼル発電設備 

B-ディーゼル燃料移送ポンプ 
Ｓ  ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他のポンプ及びその他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

非常用ディーゼル発電設備 

B-ディーゼル燃料移送ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：その他のポンプ及びその他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 

ポンプ取付ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
最高使用温度 40 725 860 ― 

原動機取付ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 50 715 838 ― 
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 

ポンプ取付ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
最高使用温度 40 725 860 ― 

原動機取付ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 50 715 838 ― 
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4. 機能維持評価

4.1 基本方針 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプ及び原動機は，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に記載されていない横置きのスクリュー式ポンプであるため，新たに評価項目

を検討し，評価項目の健全性を詳細評価することで動的機能維持の確認を行う。 

詳細評価に用いる応答加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 
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4.2 ポンプの動的機能維持評価 

  非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプは，地震後機能維持が要求される

設備であるが，ポンプの動的機能維持評価は保守的に動作時の評価を実施する。 

4.2.1 評価対象部位 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプは，原子力発電耐震設計特別

調査委員会報告書「動的機器の地震時機能維持評価に関する調査報告書（昭和 62年 2

月)」及び電力共通研究「動的機器の地震時機能維持の耐震余裕に関する研究（平成 25年

3月)」における遠心式ポンプ及びギヤ式ポンプの既往知見を踏まえ，地震時異常要因分

析に基づいて，評価項目を以下のとおり抽出して評価を実施する。 

a. 基礎ボルト

b. 取付ボルト

c. 軸

d. 軸受

e. 摺動部（主ねじ部）

f. メカニカルシール

g. 軸継手

このうち「a. 基礎ボルト」「b. 取付ボルト」については，「3. 構造強度評価」に従

い評価を行った「5. 評価結果」にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認している。また，「g. 軸継手」は，軸受でスラスト荷重を受け持つことで軸

継手にスラスト荷重が発生しない構造であるため，評価対象外とする。 

以上より，本計算書においては，軸，軸受，摺動部（主ねじ部）及びメカニカルシール

を評価対象部位とする。 

4.2.2 評価基準値 

軸の許容応力は，軸の変形等による回転機能への影響を考慮し，軸の変形を弾性範囲内

に留めるよう，その他の支持構造物の許容応力状態ⅢＡＳに準拠し設定する。摺動部（主ね

じ部）については，主ねじとスリーブの接触による，回転機能，移送機能への影響を考慮

して主ねじとスリーブ間隙間を評価基準値とする。軸受は，回転機能確保の観点より面圧

を，メカニカルシールは，流体保持機能確保の観点よりシール回転環の変位可能量を評価

基準値とする。 

評価基準値を表 4－1に示す。 

表 4－1 評価基準値 

評価対象部位 材料 単位 評価基準値 

軸 MPa 

軸受 － MPa 

摺動部（主ねじ部） － mm 

メカニカルシール － mm 
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4.2.3 記号の説明 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプの動的機能維持評価に使用 

する記号を表 4－2に示す。 

表 4－2 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ａ 

Ａ 

ＡＲＡ

ＡＲＢ

ＡＳ 

ｂ 

ＣＨ

ＣＰ 

ＣＶ

ｄ 

Ｅ 

g 

Ｉ１ 

Ｉ２ 

ℓ 

ℓ１ 

ℓ２ 

Ｍ 

ｍ０

ｍ１ 

ｍ２ 

ＭＡ１

ＭＡ２

ＭＢ１

ＭＰ 

Ｎ 

Ｐ 

ＰＲＡ

ＰＲＢ 

ＰＳ 

Ｗ０

Ｗ１ 

Ｗ２

軸端から支点Ａまでの距離（＝ℓ２） 

軸の断面積 

ラジアル荷重を受ける軸受（原動機側）の投影面積

ラジアル荷重を受ける軸受（負荷側）の投影面積

スラスト荷重を受ける軸受の投影面積

軸端から支点Ｂまでの距離 

水平方向震度 

ポンプ振動による震度 

鉛直方向震度 

軸の評価における軸径 

縦弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

摺動部（主ねじ部）の評価における軸の断面二次モーメント 

メカニカルシールの評価における軸の断面二次モーメント

軸長さ 

支点間距離 

軸端から支点Ａまでの距離（＝ａ） 

最大曲げモーメント 

軸系総質量 

軸質量 

軸継手質量 

支点Ａの軸等分布荷重による曲げモーメント 

支点Ａの軸継手端部荷重による曲げモーメント 

支点Ｂの軸等分布荷重による曲げモーメント 

ポンプ回転により作用するモーメント 

回転速度（原動機の同期回転速度） 

原動機出力 

ラジアル荷重による軸受（原動機側）の面圧

ラジアル荷重による軸受（負荷側）の面圧

スラスト荷重による軸受の面圧

軸受にかかる通常運転時荷重 

地震力を考慮した軸等分布荷重 

地震力を考慮した軸継手端部荷重 

mm 

mm2

mm2

mm2

mm2 

mm 

－ 

－ 

－ 

mm 

MPa 

m/s2 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

kg 

kg 

kg 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

rpm 

kW 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N/mm 

N 
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記号 記号の説明 単位 

Ｗ３ 

 

Ｗ４ 

ＷＲＡ 

ＷＲＢ 

ＷＳ 

ｘ１ 

ｘ２ 

Ｚ 

ＺＰ 

δ１ 

δ２ 

π 

σ 

σＳ 

τ 

地震力を考慮した軸質量による支点Ａ，Ｂ間中央位置にかかる

荷重 

地震力を考慮した軸系総質量による端部荷重 

軸受（原動機側）にかかる地震時のラジアル荷重 

軸受（負荷側）にかかる地震時のラジアル荷重 

軸受にかかる地震時のスラスト荷重 

軸端から支点Ａ，Ｂ間中央位置までの距離 

軸端からメカニカルシールシール面までの距離 

軸の断面係数 

軸の極断面係数 

摺動部（主ねじ部）における軸のたわみ量 

シール面における軸のたわみ量 

円周率 

軸に生じる引張及び曲げ応力の和 

軸に生じる組合せ応力 

軸に生じるねじり応力 

N 

 

N 

N 

N 

N 

mm 

mm 

mm3 

mm3 

mm 

mm 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 
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4.2.4 評価方法 

(1) 軸

軸の評価は，軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合の引張及び曲げ応力

の和とねじり応力の組合せによる軸の応力を算出する。 

発生する応力値が，その許容応力値を下回ることを確認する。 

軸の評価モデルを図 4－1に示す。 

図 4－1 軸の評価モデル 

軸に生じる組合せ応力σＳは次式で求める。 

 

軸に生じる引張及び曲げ応力の和σは次式で求める。 

Ｍ  ＷＳ 

Ｚ  Ａ 

ここで，最大曲げモーメントＭは 

ここで，支点Ａの軸等分布荷重による曲げモーメントＭＡ1は 

Ｗ1 ・ａ２ 

    2 

ここで，支点Ａの軸継手端部荷重による曲げモーメントＭＡ2は 

ここで，支点Ｂの軸等分布荷重による曲げモーメントＭＢ1は 

Ｗ1 ・ｂ２ 

   2 

σ＝ 

σＳ＝ σ2＋3・τ2 ・・・・・・・・・（4.2.4.1） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.2） ＋ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.4） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.5） ＭＡ2＝ Ｗ2 ・ａ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.6） ＭＢ1＝ 

ＭＡ1＝ 

・・・・・・・（4.2.4.3） Ｍ ＝ ｍａｘ（ ＭＡ１＋ＭＡ２，ＭＢ１） 

Ｗ１ 

支点Ａ 支点Ｂ 

ａ ｂ 

ℓ 

Ｗ２ ＷＳ 
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ここで，地震力を考慮した軸等分布荷重Ｗ1 は 

ｍ１・g・( ＣＨ
２＋（1＋ＣＶ）２ ＋ＣＰ) 

ℓ 

ここで，地震力を考慮した軸継手端部荷重Ｗ２は 

ここで，軸の断面係数Ｚは 

π・ｄ３ 

32 

ここで，軸受にかかる地震時のスラスト荷重ＷＳは 

ここで，軸の断面積Ａは 

π・ｄ２ 

4 

軸に生じるねじり応力τは次式で求める。 

ＭＰ 

ＺＰ

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭＰは 

60 

2・π・Ｎ

（1kW＝10６N･mm/s） 

ここで，軸の極断面係数ＺＰは 

π・ｄ3 

16 

τ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.12）

・10６・Ｐ ・・・・・・・・・・・（4.2.4.13） 

Ｚ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.9） 

Ａ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.11） 

ＺＰ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.14） 

ＭＰ＝ 

・・・・・・・（4.2.4.7）Ｗ１＝ 

・・・・・・・（4.2.4.8） Ｗ２＝ ｍ２・g・( ＣＨ
２＋（1＋ＣＶ）２ ＋ＣＰ) 

ＷＳ＝ ｍ０・g・（ＣＨ＋ＣＰ）＋Ｗ０ ・・・・・・・・・（4.2.4.10） 
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(2) 軸受

軸受の評価は，地震力が加わる場合に発生する全荷重を軸受が受けるものとし，地震

による荷重が軸受の許容荷重（許容面圧）以下であることを確認する。 

a. 軸受（原動機側）のラジアル荷重

ラジアル荷重による軸受（原動機側）の面圧ＰＲＡは次式で求める。

ＷＲＡ 

ＡＲＡ 

ここで，軸受（原動機側）にかかる地震時のラジアル荷重ＷＲＡは 

b. 軸受（負荷側）のラジアル荷重

ラジアル荷重による軸受（負荷側）の面圧ＰＲＢは次式で求める。

ＷＲＢ 

ＡＲＢ 

ここで，軸受（負荷側）にかかる地震時のラジアル荷重ＷＲＢは 

c. スラスト荷重

スラスト荷重による軸受の面圧ＰＳは次式で求める。

ＷＳ 

ＡＳ 

ＰＲＡ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.15）

・・・・・・・（4.2.4.16）ＷＲＡ＝ ｍ０・g・（ ＣＨ
２＋( 1＋ＣＶ)２＋ＣＰ） 

ＰＳ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.19）

ＰＲＢ＝ 

ＷＲＢ＝ ｍ０・g・（ ＣＨ
２＋( 1＋ＣＶ)２＋ＣＰ） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.17）

・・・・・・・（4.2.4.18）
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(3) 摺動部（主ねじ部）

摺動部の評価は，軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合の摺動部（主ね

じ部）における軸のたわみ量を算出し，発生するたわみ量が主ねじとスリーブ間隙間内で

あることを確認する。 

摺動部（主ねじ部）の評価モデルを図 4－2に示す。 

図 4－2 摺動部（主ねじ部）の評価モデル 

摺動部（主ねじ部）における軸のたわみ量δ１は次式で求める。 

Ｗ３・ℓ１３       ｘ１－ℓ２ 

48・Ｅ・Ｉ１ 6・Ｅ・Ｉ１・ℓ１ 

－３・Ｗ２・ℓ２・ℓ１・（ｘ1 － ℓ２）＋２・Ｗ２・ℓ２・ℓ１２｝ 

ここで， 地震力を考慮した軸質量による支点Ａ,Ｂ間中央位置にかかる荷重Ｗ3は 

・・・・・・・・（4.2.4.20） 

δ１＝ ・｛Ｗ２・ℓ２・（ｘ１－ℓ２）2 － ＋ 

Ｗ3＝ ｍ1・g・（ ＣＨ
２＋( 1＋ＣＶ)２＋ＣＰ） ・・・・・・・（4.2.4.21）

 

ℓ 

支点Ｂ 支点Ａ 

ℓ２ ℓ１ 

Ｗ３ 支点Ａ，Ｂ間中央位置 

ｘ1 

δ１

Ｗ２ 
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Ｗ４＝ ｍ０・g・（ ＣＨ
２＋( 1＋ＣＶ)２＋ＣＰ） 

(4) メカニカルシール

軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合のメカニカルシールシール面にお

ける軸の軸直角方向たわみ量を算出し，発生するたわみ量がメカニカルシール回転環の変

位可能量を下回ることを確認する。 

メカニカルシールの評価モデルを図 4－3に示す。

図 4－3 メカニカルシールの評価モデル 

シール面における軸のたわみ量δ２は次式で求める。

Ｗ４・ℓ２３  （ℓ２+ℓ１）   3   ℓ１  ｘ２   ｘ２
３ 

3・Ｅ・Ｉ２  ℓ２  2   ℓ２  ℓ２ 2・ℓ２３ 

ここで，地震力を考慮した軸系総質量による軸端部荷重Ｗ４は 

・・・・・・・・（4.2.4.22） 

δ２＝ ・ ・ － 

・・・・・・・・（4.2.4.23） 

＋ ＋ 

ℓ 

支点Ｂ 支点Ａ 

ℓ２ ℓ１ 

Ｗ４ メカニカルシール シール面位置

ｘ２ 

δ２
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4.3 原動機の動的機能維持評価 

  非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプは,地震後機能維持が要求される設

備であるが,原動機の動的機能維持評価は保守的に動作時の評価を実施する。 

4.3.1 評価対象部位 

ＪＥＡＧ４６０１の原動機の動的機能維持評価に従い，以下の部位について評価を実施

する。 

a. 取付ボルト

b. 固定子

c. 軸（回転子）

d. 端子箱

e. 軸受

f. 固定子と回転子間のクリアランス

g. モータフレーム

h. 冷却ファン，クーラユニット

このうち「a. 取付ボルト」については，「3. 構造強度評価」に従い評価を行った

「5. 評価結果」にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認して

いる。「h. 冷却ファン，クーラユニット」については，冷却ファンは遠心直動式ファン

であり，インペラ・ケーシング間の接触が回転機能の喪失に関わるが，原動機において

は，同じ軸上に取り付けられている固定子と回転子のクリアランスの方が許容可能変位の

観点から厳しいことから，当該クリアランスで回転機能維持の評価を代表するため，冷却

ファンの評価を省略する。

以上より，本計算書においては，固定子，軸（回転子），端子箱，軸受，固定子と回転

子間のクリアランス，モータフレームを評価対象部位とする。 
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4.3.2 評価基準値 

固定子，軸（回転子）の許容応力は，その他の支持構造物の許容応力状態ⅢＡＳに準拠

し，端子箱及びモータフレームの許容応力は，その他の支持構造物の許容応力状態ⅣＡＳ

に準拠し設定する。また軸受については，メーカ規定の軸受の定格荷重を，固定子と回転

子間のクリアランスについては，変位可能寸法を評価基準値として設定する。 

評価基準値を表 4－3に示す。 

表 4－3 評価基準値 

評価対象部位 材料 単位 評価基準値 

固定子 MPa 

軸（回転子） MPa 

端子箱 
引張 MPa 

せん断 MPa 

軸受 
軸継手側 － N 

反軸継手側 － N 

固定子と回転子間のクリアランス － mm 

モータフレーム MPa 
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4.3.3 記号の説明 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプ用原動機の動的機能維持評価

に使用する記号を表 4－4に示す。 

表 4－4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｐ 

Ａｂｔ

ＡＦ

Ａｔ

ＣＨ

ＣＰ 

ＣＶ

ＤＳ 

ｄｐ

ｄｔ

Ｅｂ 

ＦＢ１

ＦＢ２

Ｆｂｔ

ＦＨ

ＦＭ

Ｆｐ

ＦＲ

g 

ｈＦ 

ｈｔ 

Ｉ 

ℓｂ

ℓｂ,Ｌ

ℓｂ１

ℓｂ２

ℓｒ,Ｃ

ℓｔ１

ℓｔ２

ＭＧ

ｍｂ 

ｍＣ 

ｍＦ 

廻り止めピンの断面積 

端子箱取付ボルトの軸断面積 

モータフレーム（脚部）の断面積

軸（回転子）の断面積 

水平方向震度 

ポンプ振動による震度 

鉛直方向震度 

軸（回転子）の直径 

廻り止めピンの外形 

端子箱取付ボルトの呼び径 

軸（回転子）の縦弾性係数 

軸継手側軸受に生じる静等価荷重 

反軸継手側軸受に生じる静等価荷重 

端子箱取付ボルトに生じる引張力（1 本当たり） 

水平方向（軸直角方向）地震力によりピンに生じるせん断力 

原動機の回転によりピンに生じるせん断力 

ピンに生じるせん断力 

軸（回転子）に生じるラジアル荷重 

重力加速度（＝9.80665） 

原動機取付面から原動機重心までの高さ 

端子箱取付面から端子箱重心までの長さ 

軸（回転子）の断面二次モーメント 

モータフレームの脚部の長さ

軸受間の距離 

モータフレームの脚部間の距離（内側）

モータフレームの脚部間の距離（外側）

軸受間の距離の1/2 

端子箱重心と端子箱取付ボルト間の水平方向距離 

端子箱取付ボルト間距離 

原動機の回転により作用するモーメント 

軸系総質量 

軸継手質量 

フレーム（原動機）の質量

mm2 

mm2

mm2

mm2

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

m/s2

mm 

mm 

mm4 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

kg 

kg 

kg 
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記号 記号の説明 単位 

ｍｐ 

ｍｔ 

Ｎ 

ｎｂｔ 

ｎｆｔ 

Ｐ 

ＱＢ 

Ｑｂｔ 

ｒ 

Ｘ０ 

ｙ 

Ｙ０ 

ＺＦ 

Ｚｔ 

ＺＳ 

π 

σｂ 

σｂｔ 

σＦ 

σＦ１ 

σＦ２ 

σＦ３ 

σｔ 

τｂｔ 

τｐ 

τＦ 

τｔ 

固定子の質量 

端子箱の質量 

回転速度（原動機の同期回転速度） 

端子箱取付ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待する取付ボルトの本数 

原動機出力 

軸（回転子）に生じるスラスト荷重 

端子箱取付ボルトに作用するせん断力 

固定子の半径 

静ラジアル荷重係数 

軸（回転子）の変位量 

アキシアル荷重係数 

モータフレーム（脚部）の断面係数 

軸（回転子）の極断面係数 

軸（回転子）の断面係数 

円周率 

軸（回転子）に生じる引張応力及び曲げ応力 

端子箱取付ボルトに生じる引張応力 

モータフレームに生じる組合せ応力 

モータフレームに生じる曲げ応力 

モータフレームに生じる圧縮応力 

原動機回転により作用するモーメントによる圧縮応力 

軸（回転子）に生じる組合せ応力 

端子箱取付ボルトに生じるせん断応力 

廻り止めピンに生じるせん断応力 

モータフレームに生じるせん断応力 

軸（回転子）に生じるねじり応力 

kg 

kg 

rpm 

－ 

－ 

kW 

N 

N 

mm 

－ 

mm 

－ 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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4.3.4 評価方法 

(1) 固定子

図 4－4に示す計算モデルについて，廻り止めピンに生じるせん断力を算出し，廻り止め

ピンに生じるせん断応力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

図 4－4 固定子の評価モデル 

 廻り止めピンに生じるせん断応力τｐは次式で求める。 

Ｆｐ 

Ａｐ 

 ここで，廻り止めピンに生じるせん断力Ｆｐは 

Ｆｐ＝ＦＨ＋ＦＭ ・・・・・・・・・・・・・・・(4.3.4.2)

 水平方向（軸直角方向）地震力により廻り止めピンに生じるせん断力ＦＨは 

ＦＨ＝ｍｐ・g・（ＣＨ+ＣＰ）        ・・・・・・・・・・・・・・・・(4.3.4.3)

 原動機の回転により廻り止めピンに生じるせん断力ＦＭは 

ＭＧ 

ｒ 

ここで，原動機の回転により作用するモーメントＭＧは 

60 

2・π・Ｎ

（1kW＝10６N･mm/s） 

 廻り止めピンの断面積Ａｐは 

π・ｄｐ
2 

 4 

 

Ｑ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3.4.1） τｐ＝ 

 

Ｑ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3.4.4） ＦＭ＝ 

Ａｐ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3.4.6） 

・10６・ＰＭＧ＝ ・・・・・・・・・・・（4.3.4.5） 
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(2) 軸（回転子）

図 4－5 に示す計算モデルにて，軸に生じる荷重とモーメントから軸に生じる応力を算

出し，軸に生じる組合せ応力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

図 4－5 軸（回転子）の評価モデル 

軸（回転子）に生じる組合せ応力σｔは次式で求める。 

     σｔ＝  σｂ
2＋3・τｔ

2 ・・・・・・・・・・・・・・・・(4.3.4.7)

ここで，軸（回転子）に生じる引張応力及び曲げ応力σｂは 

（ℓｂ,Ｌ－ℓｂ,Ｃ）・ℓｂ,Ｃ ＱＢ 

  ＺＳ・ℓｂ,Ｌ Ａｔ 

軸（回転子）に生じるねじり応力τｔは 

ＭＧ 

Ｚｔ 

軸（回転子）の断面係数ＺＳは 

π・ＤＳ
3 

 32 

軸（回転子）の断面係数Ｚｔは 

π・ＤＳ
3 

 16 

軸（回転子）に生じるラジアル荷重ＦＲ及びスラスト荷重ＱＢは 

     ＦＲ＝（ｍｂ＋ｍＣ）・g・（ ＣＨ
2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ）  ・・・・・・(4.3.4.12) 

ＱＢ＝（ｍｂ＋ｍＣ）・g・（ＣＨ＋ＣＰ） ・・・・・・(4.3.4.13)

軸（回転子）の断面積Ａｔは 

π・ＤＳ
2 

 4 

・・・・・・・・・・（4.3.4.8） σｂ＝ ・ＦＲ＋ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3.4.9） τｔ＝ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3.4.10） ＺＳ＝ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3.4.11）Ｚｔ＝ 

Ａｔ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3.4.14） 
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(3) 端子箱

図 4－6に示す計算モデルにて，端子箱取付ボルトに生じる荷重を算出し，端子箱取付

ボルトに生じる応力を求め，許容値以下であることを確認する。 

軸方向 

軸直角方向 

図 4－6 端子箱の計算モデル 

g 

g 

g 

g 
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端子箱取付ボルト 1本当たりの引張応力σｂｔは次式で求める。 

Ｆｂt 

Ａｂt

ここで，端子箱取付ボルト 1本当たりに生じる引張力Ｆｂｔは 

軸方向 

ｍｔ・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ｈｔ＋ｍｔ・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ）・ｈｔ 

  ｎｆｔ・ℓｔ2 

軸直角方向 

 ｍｔ・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ℓｔ1＋ｍｔ・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ）・ｈｔ 

  ｎｆｔ・ℓｔ2 

端子箱取付ボルトに生じるせん断応力τｂｔは次式で求める。 

Ｑｂｔ 

  ｎｂｔ・Ａｂｔ

ここで，端子箱取付ボルトに生じるせん断力Ｑｂｔは 

Ｑｂｔ＝ （ｍｔ・g・（ＣＨ＋ＣＰ））2＋（ｍｔ・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ））2

・・・・・・(4.3.4.19)

ここで，端子箱取付ボルトの断面積Ａｂｔは 

 π・ｄｔ 

  4

σｂｔ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4.3.4.15)

τｂｔ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・(4.3.4.18)

・・・・・（4.3.4.16） 

Ｆｂｔ＝ 

・・・・・（4.3.4.17） 

Ｆｂｔ＝ 

Ａｂｔ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・(4.3.4.20)
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(4) 軸受

図 4－7 に示す計算モデルにて，地震力が加わる場合に発生する全荷重を軸受が受ける

ものとし，軸受に生じる静等価荷重を求め，メーカ規定の許容値以下であることを確認す

る。 

図 4－7 軸受の計算モデル 

軸受に生じる静等価荷重は次式で求める。 

軸継手側軸受に生じる静等価荷重ＦＢ１ 

ＦＢ１＝ｍａｘ（Ｘ０・ＦＲ＋Ｙ０・ＱＢ，ＦＲ） 

反軸継手側軸受に生じる静等価荷重ＦＢ２ 

ＦＢ２＝ｍａｘ（Ｘ０・ＦＲ＋Ｙ０・ＱＢ，ＦＲ） 

(5) 固定子と回転子間のクリアランス

図 4－8に示す計算モデルにて，軸（回転子）に生じる変位量を求め，変位可能寸法以下

であること確認する。 

図 4－8 固定子と回転子間のクリアランスの計算モデル 

 軸（回転子）の変位量ｙは次式で求める。 

  ＦＲ・ℓｒ,Ｃ・（ℓｂ,Ｌ
2－ℓｒ,Ｃ

2）3/2 

  9・ 3・Ｅｂ・Ｉ・ℓｂ,Ｌ 

ここで，軸（回転子）の断面二次モーメントＩは 

π・ＤＳ
4 

 64 

√  
ｙ＝ 

・・・・・・・・・(4.3.4.21)

・・・・・・・・・(4.3.4.23)

・・・・・・・・・(4.3.4.22)

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3.4.24）Ｉ＝ 
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(6) モータフレーム

図 4－9に示す計算モデルにて，モータフレームに生じる応力を算出し，モータフレーム

に生じる組合せ応力を求め，許容応力以下であることを確認する。なお，モータフレーム

の評価は，構造上厳しくなる軸直角方向について評価を実施する。  

図 4－9 モータフレームの計算モデル 

モータフレームに生じる組合せ応力σＦは次式で求める。

σＦ＝ (σＦ１＋σＦ２＋σＦ３)2＋3・τＦ 
2             

 水平方向（軸直角方向）地震力によりモータフレームに生じる曲げ応力σＦ１は 

  （ｍＣ＋ｍＦ）・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ｈＦ 

ＺＦ 

  鉛直方向地震力によりモータフレームに生じる圧縮応力σＦ２は 

  （ｍＣ＋ｍＦ）・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ） 

ＡＦ 

  原動機回転により作用するモーメントによる圧縮応力σＦ３は 

ＭＧ 

ＺＦ 

  水平方向（軸直角方向）地震力によりモータフレームに生じるせん断応力τＦは 

  （ｍＣ＋ｍＦ）・g・（ＣＨ＋ＣＰ） 

ＡＦ

フレームの断面係数ＺＦは

1   ℓｂ・（ℓｂ２
3－ℓｂ１

3） 

6  ℓｂ２ 

フレームの断面積ＡＦは

ＡＦ＝ℓｂ・（ℓｂ２－ℓｂ１）    

・・・・・・・・・(4.3.4.25)

σＦ１＝ ・・・・・・・・・(4.3.4.26)

σＦ２＝ ・・・・・・・・・(4.3.4.27)

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3.4.28）σＦ３＝ 

τＦ＝ ・・・・・・・・・(4.3.4.29)

・・・・・・・・・・（4.3.4.30） ＺＦ＝ ・ 

・・・・・・・・・(4.3.4.31)

ｈＦ 

ＭＧ 

ｂ１

ｂ２

ｂ

（ｍＦ＋ｍＣ）・g・（ＣＨ＋ＣＰ） 

（ｍＦ＋ｍＣ）・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ） 

Ａ Ａ 

Ａ－Ａ断面 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプの設計基準対象施設としての耐震

評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造

強度を有し，動的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプの重大事故等時の状態を考慮した

場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して

十分な構造強度を有し，動的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプの耐震性についての計算結果】 
1. 設計基準対象施設
1.1 構造強度評価

  1.1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

非常用ディーゼル発電設備
B-ディーゼル燃料移送

ポンプ 

Ｓ 

B-ディーゼル燃料
貯蔵タンク格納槽

EL 13.4 
（EL 14.7＊1） 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝1.58＊3 ＣＶ＝1.85＊4 ＣＨ＝3.37＊5 ＣＶ＝4.29＊5 40 50 

 
 

 

  1.1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)
ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

260 
140 140 16 

(M16) 
201.1 4 

2 

290 290 2 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
135 

95 95 16 
(M16) 

201.1 4 
2 

80 80 2 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
100 

80 80 10 
(M10) 

78.54 4 
2 

70 70 2 

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 
(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 231＊2

(16mm＜径≦40mm) 

 394＊2

(16mm＜径≦40mm) 
231 276 軸直角 ― 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 725＊3

(径≦63mm) 
 860＊3

(径≦63mm) 
602 602 軸 ― 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

 715＊2

(径≦63mm) 
 838＊2

(径≦63mm) 
586 586 軸直角 軸 1.167×104 

ＨＰ 
(μm) 

Ｎ（ポンプ） 
(rpm) 

Ｎ（原動機） 
(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び静的震度を上回る設計震度 

＊4：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向に対する評価時の

要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
＊2：周囲環境温度で算出 
＊3：最高使用温度で算出 

＊
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 ボルトに作用する力  （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

  1.1.4 結論 

1.1.4.1 ボルトの応力 （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

SS400 
引張 σb１＝11  ƒｔｓ１＝173＊ σb１＝26 ƒｔｓ１＝207＊ 

せん断 τb１＝ 5 ƒｓｂ１＝133 τb１＝ 9 ƒｓｂ１＝159 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SNB7 
引張 σb２＝ 5  ƒｔｓ２＝451＊ σb２＝11 ƒｔｓ２＝451＊ 

せん断 τb２＝ 2 ƒｓｂ２＝347 τb２＝ 4 ƒｓｂ２＝347 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

SNB7 
引張 σb３＝ 5  ƒｔｓ３＝440＊ σb３＝13 ƒｔｓ３＝440＊ 

せん断 τb３＝ 3 ƒｓｂ３＝338 τb３＝ 6 ƒｓｂ３＝338 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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1.2 動的機能維持評価 
 1.2.1 設計条件 

機器名称 形式 
定格容量 

(m3/h) 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 
(s) 

基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

非常用ディーゼル発電設備 
B-ディーゼル燃料移送ポンプ

スクリュー式 4.0 

B-ディーゼル燃料
貯蔵タンク格納槽

EL 13.4 

（EL 14.7＊1） 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝2.81＊3 ＣＶ＝3.57＊3 40 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

機器名称 形式 
出力 
(kW) 

据付場所及び床面高さ 
(m) 

固有周期 

(s) 
基準地震動Ｓｓ 

ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

非常用ディーゼル発電設備 
B-ディーゼル燃料移送

ポンプ用原動機

横形ころがり 

軸受電動機 
2.2 

B-ディーゼル燃料
貯蔵タンク格納槽

EL 13.4 
（EL 14.7＊1） 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝2.81＊3 ＣＶ＝3.57＊3 150 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

 1.2.2 機器要目 
1.2.2.1 ポンプ 

ｍ０ 
(kg) 

ｍ１

(kg) 
ｍ２

(kg) 
ℓ 

(mm) 
ℓ１ 
(mm) 

ℓ２ 
(mm) 

ａ 
(mm) 

ｂ 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

ｘ１ 
(mm) 

ｘ２ 
(mm) 

ＡＲＡ 
(mm2) 

ＡＲＢ 
(mm2) 

ＡＳ 
(mm2) 

Ｅ 
(MPa) 

Ｉ１ 
(mm4) 

Ｉ２ 
(mm4) 

Ｎ 
(rpm) 

Ｐ 
(kW) 

Ｗ０ 
(N) 

2.2 
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1.2.2.2 原動機 

ＤＳ

(mm) 
ｄｐ

(mm) 
ｄｔ

(mm) 
Ｅｂ

(MPa) 
ｈＦ

(mm) 
ｈｔ

(N) 
ℓｂ
(mm) 

ℓｂ,Ｌ 
(mm) 

ℓｂ１

(mm) 
ℓｂ２

(mm) 
ℓｒ,Ｃ 
(mm) 

ℓｔ１ 
(mm) 

ℓｔ２ 

(mm) 

ｍｂ

(kg) 

ｍＣ

(kg) 

ｍＦ

(kg) 

ｍｐ

(kg) 

ｍｔ

(kg) 

Ｎ 

(rpm) 
ｎｂｔ ｎｆｔ 

Ｐ 

(kW) 

ｒ 

（mm） 
Ｘ０ Ｙ０ 

2.2 

1.2.3 結論 
 1.2.3.1 機能確認済加速度との比較  （×9.8m/s2） 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 2.81 ― 

鉛直方向 3.57 ― 

原動機 
水平方向 2.81 4.7 

鉛直方向 3.57 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 
ポンプは，本文 4.2.1項に基づき，1.2.3.2 スクリュー式ポンプの動的機能維持評価で評価する。 
原動機は，鉛直方向の機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超えるため，1.2.3.3 原動機の動的機能維持評価で評価する。 
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1.2.3.2 スクリュー式ポンプの動的機能維持評価 
1.2.3.2.1 代表評価項目の評価 

 基礎ボルト，ポンプ取付ボルトについては，構造強度評価にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているため，計算は省略する。 

1.2.3.2.2 上記以外の基本評価項目の評価 

1.2.3.2.2.1 軸の評価   （単位：MPa） 

評価部位 発生応力 許容応力 

軸 13 

すべて許容応力以下である。 

1.2.3.2.2.2 軸受の評価  （単位：MPa） 

評価部位 荷重 評価項目 発生面圧 許容面圧 

軸受 
ラジアル

軸受（原動機側）面圧 0.21 

軸受（負荷側）面圧 0.63 

スラスト 軸受（負荷側）面圧 0.77 

すべて許容面圧以下である。 

1.2.3.2.2.3 摺動部（主ねじ部）の評価 （単位：mm） 

評価部位 たわみ量 スリーブ間隙間

摺動部（主ねじ部） 0.017 

すべてスリーブ間隙間以下である。 

1.2.3.2.2.4 メカニカルシールの評価   （単位：mm） 

評価部位 たわみ量 変位可能量 

メカニカルシール 0.049 

すべて変位可能量以下である。 
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  1.2.3.3 原動機の動的機能維持評価 
1.2.3.3.1 代表評価項目の評価 

原動機取付ボルトについては，構造強度評価にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているため，計算は省略する。 

1.2.3.3.2 上記以外の基本評価項目の評価 
1.2.3.3.2.1 固定子の評価 (単位：MPa) 

評価部位 応力 発生応力 許容応力 

固定子 せん断 

すべて許容応力以下である。 

1.2.3.3.2.2 軸（回転子）の評価 (単位：MPa) 

評価部位 発生応力 許容応力 

軸（回転子） 

すべて許容応力以下である。 

1.2.3.3.2.3 端子箱の評価 (単位：MPa) 

評価部位 応力 発生応力 許容応力 

端子箱 
引張 

せん断 

すべて許容応力以下である。 

1.2.3.3.2.4 軸受の評価 (単位：N) 

評価部位 発生荷重 許容荷重 

軸継手側 

反軸継手側 

すべて許容荷重以下である。 

1.2.3.3.2.5 固定子と回転子間のクリアランスの評価  (単位：mm) 

評価部位 回転子のたわみ 許容変位量 

固定子と回転子間のクリアランス 

すべて許容変位量以下である。 

1.2.3.3.2.6 モータフレームの評価 (単位：MPa)

評価部位 発生応力 許容応力 

モータフレーム

すべて許容応力以下である。 
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2. 重大事故等対処設備
2.1 構造強度評価

  2.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

非常用ディーゼル発電設備

B-ディーゼル燃料移送
ポンプ 

常設／防止 
（ＤＢ拡張） 

B-ディーゼル燃料
貯蔵タンク格納槽

EL 13.4 

（EL 14.7＊1） 

―＊2 ―＊2  ― ― ＣＨ＝3.37＊3 ＣＶ＝4.29＊3 40 50 

  2.1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)
ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
260 

140 140 16 
(M16) 

201.1 4 
2 

290 290 2 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

135 
95 95 16 

(M16) 
201.1 4 

2 

80 80 2 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

100 
80 80 10 

(M10) 
78.54 4 

2 

70 70 2 

部材 
Ｓｙｉ 

 (MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓs 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 231＊2

(16mm＜径≦40mm) 

 394＊2

(16mm＜径≦40mm) 
― 276 ― 軸直角 ― 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 725＊3

(径≦63mm) 
 860＊3

(径≦63mm) 
― 602 ― 軸 ― 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

 715＊2

(径≦63mm) 

 838＊2

(径≦63mm) 
― 586 ― 軸 ― 

ＨＰ 
(μm) 

Ｎ（ポンプ） 
(rpm) 

Ｎ（原動機） 
(rpm) 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向に対する評価時の
要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 
＊3：最高使用温度で算出 

＊
 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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2.1.3 計算数値 

2.1.3.1 ボルトに作用する力  （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

― ― 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

― ― 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

― ― 

  2.1.4 結論 

2.1.4.1 ボルトの応力 （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

SS400 
引張 ― ― σb１＝26 ƒｔｓ１＝207＊ 

せん断 ― ― τb１＝ 9 ƒｓｂ１＝159 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

SNB7 
引張 ― ― σb２＝11 ƒｔｓ２＝451＊ 

せん断 ― ― τb２＝ 4 ƒｓｂ２＝347 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

SNB7 
引張 ― ― σb３＝13 ƒｔｓ３＝440＊ 

せん断 ― ― τb３＝ 6 ƒｓｂ３＝338 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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2.2 動的機能維持評価 
 2.2.1 設計条件 

機器名称 形式 
定格容量 

(m3/h) 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 
(s) 

基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

非常用ディーゼル発電設備 
B-ディーゼル燃料移送ポンプ

スクリュー式 4.0 

B-ディーゼル燃料
貯蔵タンク格納槽

EL 13.4 

（EL 14.7＊1） 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝2.81＊3 ＣＶ＝3.57＊3 40 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

機器名称 形式 
出力 
(kW) 

据付場所及び床面高さ 
(m) 

固有周期 

(s) 
基準地震動Ｓｓ 

ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

非常用ディーゼル発電設備 
B-ディーゼル燃料移送

ポンプ用原動機

横形ころがり 

軸受電動機 
2.2 

B-ディーゼル燃料
貯蔵タンク格納槽

EL 13.4 
（EL 14.7＊1） 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝2.81＊3 ＣＶ＝3.57＊3 150 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

 2.2.2 機器要目 
2.2.2.1 ポンプ 

ｍ０ 
(kg) 

ｍ１

(kg) 
ｍ２

(kg) 
ℓ 

(mm) 
ℓ１ 
(mm) 

ℓ２ 
(mm) 

ａ 
(mm) 

ｂ 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

ｘ１ 
(mm) 

ｘ２ 
(mm) 

ＡＲＡ 
(mm2) 

ＡＲＢ 
(mm2) 

ＡＳ 
(mm2) 

Ｅ 
(MPa) 

Ｉ１ 
(mm4) 

Ｉ２ 
(mm4) 

Ｎ 
(rpm) 

Ｐ 
(kW) 

Ｗ０ 
(N) 

2.2 
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2.2.2.2 原動機 

ＤＳ

(mm) 
ｄｐ

(mm) 
ｄｔ

(mm) 
Ｅｂ

(MPa) 
ｈＦ

(mm) 
ｈｔ

(N) 
ℓｂ
(mm) 

ℓｂ,Ｌ 
(mm) 

ℓｂ１

(mm) 
ℓｂ２

(mm) 
ℓｒ,Ｃ 
(mm) 

ℓｔ１ 
(mm) 

ℓｔ２ 

(mm) 

ｍｂ

(kg) 

ｍＣ

(kg) 

ｍＦ

(kg) 

ｍｐ

(kg) 

ｍｔ

(kg) 

Ｎ 

(rpm) 
ｎｂｔ ｎｆｔ 

Ｐ 

(kW) 

ｒ 

（mm） 
Ｘ０ Ｙ０ 

2.2 

 2.2.3 結論 
 2.2.3.1 機能確認済加速度との比較 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 2.81 ― 

鉛直方向 3.57 ― 

原動機 
水平方向 2.81 4.7 

鉛直方向 3.57 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 
ポンプは，本文 4.2.1項に基づき，2.2.3.2 スクリュー式ポンプの動的機能維持評価で評価する。 
原動機は，鉛直方向の機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超えるため，2.2.3.3 原動機の動的機能維持評価で評価する。 
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 2.2.3.2 スクリュー式ポンプの動的機能維持評価 
 2.2.3.2.1 代表評価項目の評価 

 基礎ボルト，ポンプ取付ボルトについては，構造強度評価にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているため，計算は省略する。 

 2.2.3.2.2 上記以外の基本評価項目の評価 

2.2.3.2.2.1 軸の評価   （単位：MPa） 

評価部位 発生応力 許容応力 

軸 13 

すべて許容応力以下である。 

2.2.3.2.2.2 軸受の評価   （単位：MPa） 

評価部位 荷重 評価項目 発生面圧 許容面圧 

軸受 
ラジアル

軸受（原動機側）面圧 0.21 

軸受（負荷側）面圧 0.63 

スラスト 軸受（負荷側）面圧 0.77 

すべて許容面圧以下である。 

2.2.3.2.2.3 摺動部（主ねじ部）の評価 （単位：mm） 

評価部位 たわみ量 スリーブ間隙間

摺動部（主ねじ部） 0.017 

すべてスリーブ間隙間以下である。 

2.2.3.2.2.4 メカニカルシールの評価   （単位：mm） 

評価部位 たわみ量 変位可能量 

メカニカルシール 0.049 

すべて変位可能量以下である。 
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 2.2.3.3 原動機の動的機能維持評価 
2.2.3.3.1 代表評価項目の評価 

原動機取付ボルトについては，構造強度評価にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているため，計算は省略する。 

2.2.3.3.2 上記以外の基本評価項目の評価 
2.2.3.3.2.1 固定子の評価 (単位：MPa) 

評価部位 応力 発生応力 許容応力 

固定子 せん断 

すべて許容応力以下である。 

2.2.3.3.2.2 軸（回転子）の評価 (単位：MPa) 

評価部位 発生応力 許容応力 

軸（回転子） 

すべて許容応力以下である。 

2.2.3.3.2.3 端子箱の評価 (単位：MPa) 

評価部位 応力 発生応力 許容応力 

端子箱 
引張 

せん断 

すべて許容応力以下である。 

2.2.3.3.2.4 軸受の評価 (単位：N) 

評価部位 発生荷重 許容荷重 

軸継手側 

反軸継手側 

すべて許容荷重以下である。 

2.2.3.3.2.5 固定子と回転子間のクリアランスの評価  (単位：mm) 

評価部位 回転子のたわみ 許容変位量 

固定子と回転子間のクリアランス 

すべて許容変位量以下である。 

2.2.3.3.2.6 モータフレームの評価 (単位：MPa) 

評価部位 発生応力 許容応力 

モータフレーム

すべて許容応力以下である。 
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